
令和５年度第３回東大阪市総合戦略審議会 

次第 

日時：令和 6年 1月 24 日 13 時～ 

会場：本庁舎５階 危機管理センター 

１ 東大阪市総合戦略策定及び答申案について 

２ ひがしおおさか地方創生ラウンドテーブルの報告 

配布資料 

・資料-1  東大阪市総合戦略（案） 

・資料-2  第 2回審議会資料の修正について 

・資料-3  東大阪市総合戦略の策定について（答申案） 

・資料-4  ひがしおおさか地方創生ラウンドテーブル 
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東大阪市総合戦略の概要（案）

東大阪市企画財政部企画室企画課

（資料の修正について）

資料ｰ2



（修正内容）

「（７）東大阪市の経済状況（要約）・事業数、従業員数のグラフ」について
統計名：
令和３年経済センサス‐活動調査事業所に関する集計産業横断的集計事業所
数、従業者数
表題：
産業(中分類)、経営組織(2区分)、常用雇用者規模(15区分)別全事業所数、男女
別従業者数及び常用雇用者数－全国、都道府県、大都市、県庁所在市、人口30
万

第2回審議会で使用しました資料では、公務を含むデータを使用しておりまし
た。
平成28年以前のデータでは公務を含んでいないため、添付の通り修正させてい
ただきます。
また、合わせて一部の表現についても修正しております。
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（７）東大阪市の経済状況（要約）

• 市内全事業所の事業所数、従業者数は減少傾向にあったが令和3年は事業所
数、従業者数ともに平成28年より増加。（製造業以外に伸びは大きい。）
• 市内中小企業動向調査報告によると、令和3年ごろから「原材料（仕入商
品）高」を経営上の問題に上げる企業の割合が増加。
• 布施公共職業安定所管内の外国人労働者数は増加傾向。
• 経済センサス調査によると、令和3年の製造業従業者数は63,105人でピーク
時（平成3年）より約40％減となっている（国では昭和61年より37.5％減）
が平成28年の62,997人より微増の63,105人。
• 令和3年度の製造業事業所数でピーク時（H3）より約48％減の5,564件（国
ではH3年より52.8％減） 。
• 今後モノづくりのまちとして、製造業の基盤を維持するためにはデジタル
技術の活用により生産性を高めるとともに多様な労働者の受け入れなどを
進めていく必要。
• 従業員数1～9名の企業数の割合は、2.6%減少する一方（73.0%⇒70.4%、
432社減）、従業員数10名以上の企業数が占める割合は、2.5%増加してい
る（26.8%⇒29.0%、38社増）
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（７）東大阪市の経済状況（要約）

• 市内全事業所の事業所数、従業者数は減少傾向にあったが令和3年は事業所
数は平成28年より減少、従業者数は平成28年より増加。
• 市内中小企業動向調査報告によると、令和3年ごろから「原材料（仕入商
品）高」を経営上の問題に上げる企業の割合が増加。
• 布施公共職業安定所管内の外国人労働者数は増加傾向。
• 経済センサス調査によると、令和3年の製造業従業者数は63,105人でピーク
時（平成3年）より約40％減となっている（国では昭和61年より37.5％減）
が平成28年の62,997人より微増の63,105人。
• 令和3年度の製造業事業所数でピーク時（H3）より約48％減の5,564件（国
ではH3年より52.8％減） 。
• 今後モノづくりのまちとして、製造業の基盤を維持するためにはデジタル
技術の活用により生産性を高めるとともに多様な労働者の受け入れなどを
進めていく必要。
• 製造業のうち、従業員数1～9名の企業数の割合は、2.6ポイント減少する一
方（73.0%⇒70.4%、432社減）、従業員数10名以上の企業数が占める割合
は、2.5ポイント増加している（26.8%⇒29.3%、38社増）
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（７）東大阪市の経済状況

出典：経済センサス調査を元に作成
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（７）東大阪市の経済状況

出典：経済センサス調査を元に作成
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1.

It s amazing that our diverse thoughts and opinions are 
summarized in this proposal sheet.

73%

27%

2.

93%

7%
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3.

It has given me the courage to communicate with the child of my 
neighbor next door, and the motivation to observe children in my 
area and think of their welfare and my role as a citizen.

4.
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